

















































　Bartlett & Ghoshalは，一連の著作の中で(Bartlett & Ghoshal,1986,1989。
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図表1 : Bartlett& Ghoshalによる世界規模で事業展開する企業の分類






されてきている(Jarillo & Martinez,1990; Roth & Morrison,1992; Gupta ＆






















































































































































































































って見てみよう。人的資源管理（Ｈｕｍａｎ Resource Management; ＨＲＭ）におけ
る中心的課題である，ホワイトカラーの管理施策をみると，日本企業と欧
米企業の顕著な差を確認することができる。
　ホワイトカラーの管理施策で重視するものを尋ねてみると，日本企業で
は「能力開発・育成」が圧倒的に多いのに対して，欧米企業では非常に少
なく，日本と欧米の回答率の差は，実に，50％ポイント以上にも達する
（図表６）。従業員の能力開発を偏重する日本に対して，欧米企業では，「モ
ラールの定期的測定」「有能な従業員の採用」「公平さと平等な機会の提
供」「企業家精神の高揚」「能力にあった給与報酬システム」など，人材活
用の組織的な仕組みづくりに関する項目を重視する傾向が強く，これらの
項目では欧米企業の回答率は日本を約10％ポイントも上回っていた。
　さらに，管理施策の実施度をみても，ほとんどすべての項目で欧米企業
の方が日本企業よりも積極的に取り組んでいることがわかった。たとえば，
日本で積極的なのは，「能力開発・育成」「安定的な雇用」ぐらいなもので
あり，「総額人件費管理」は日米欧でほとんど差がない。これに対して，
欧米企業では，「国籍を問わない昇進制度」「モラールの定期的測定」「公
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図表６：ホワイトカラーの管理施策（重視する項目）
平さと平等な機会の提供」「有能な従業員採用」「人事情報公開」などに積
極的に取り組んでいる。
　このように, HRMに焦点を当ててみると，日本企業は「従業員の能力
育成」を偏重した人事施策になっており，欧米企業にみられるような人的
資源を活用する制度的仕組みづくりは相対的に立ち遅れていることが明ら
かである。日本企業は技術を強みとし，他社から容易にまねされない技術
蓄積を追求してきたわけだが，技術を育てるのと同じように，人的資源も
社内で大切に育成してきたわけである。
　もちろん従業員は企業における創造性の原点であり，その育成は非常に
重要である。しかし，単に能力育成プログラムを偏重するよりも，いかに
して人材を組織全体として活用するための仕組みをつくるか，その仕組み
をどのように評価するか，そして人的資源の評価体系を継続的に維持し改
良する組織をどのように創り出すかといった点が，欧米企業のグローバル
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経営から学ぶべきポイントのひとつではなかろうか。
7.むすびにかえて
　本稿では，海外子会社の貢献的役割と，それを担保するための制度的仕
組みづくりの部分に焦点を当て，日本企業と欧米企業のグローバル化の方
法論のちがいについて検討してきた。これまでの議論を整理すると，図表
７のようになる。
　マクロ的に見ると，日本企業は，国内での集約的な活動から得た強みを
武器に，それと整合性をとる形での海外展開を進めてきた。海外子会社の
マネジメントは，“モノ”づくりを通して，コミュニケーションとコント
ロールを実現してきたわけである。そして，制度的な仕組みづくりよりも，
すべでヒドに帰結するようなマネジメントを行うことで柔軟性を確保
してきたといえる。
　こういった日本企業のグローバル化の方法論に変革が迫られるとするな
らば，その変革の方向性を考えるために，欧米企業の方法論も参考になる
はずである。
　欧米企業のグローバル化の特徴は，すでに多くの国に分散している経営
資源を“情報”どカネ”の流れからコントロールしている，ということ
である。それも，単に“数値”で管理するのではなく，数値情報の裏側に
ある情報の流れをつかみ，それを評価して取り組んでいぐ制度的仕組
み”が確立されている。
　日本企業と欧米企業のそれぞれのグローバル化の方法論の是非はともか
く，日本企業ぱ制度的な仕組みづくり”こそ欧米企業から学ぶべきであ
ろう。
　　　　　　　　　　　　　　　－121－
図表７：日本企業と欧米企業のグローバル化の方法論（まとめ）
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